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２．次期総合計画策定の必要性 

地方分権の推進に伴い、平成２３年の地方自治法一部改正において、地方

自治体の基本構想の策定義務規定が廃止され、基本構想を含む総合計画の策

定については、その必要性や位置付けなどが各自治体の判断に委ねられるこ

ととなりました。 

本市では、充実した子育て環境や教育環境などの特色があることに加え、

都心に近い立地優位性を有していることから、これらを最大限発揮したまち

づくりが求められています。 

また、各地域・各分野が抱える課題に対しても、社会情勢の変動を考慮し

つつ解決に向けた対策が必要であるほか、行財政経営のさらなる効率化も重

要となっています。 

これらを実行していくには、市の特性や課題、時代の流れなどを的確に見極

めながら、行政全ての分野を総合的・体系的に取りまとめ、将来を見通した計

画的な行政運営を行うとともに、市民や行政などが目指すべき将来の姿を共有

し、まちづくりの方向性を示すため、現行総合計画の目標年次である平成３１

年度を迎えた後においても引き続き、総合計画が必要となるものです。 
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３．次期総合計画策定方針の趣旨 

本策定方針は、次期総合計画の策定に当たっての基本的な考えとして、必

要となる基本的な視点、全体の構成、策定方法を示すものです。 

本策定方針に基づき、次期総合計画の策定を進めていきます。 

 

４．策定に当たっての基本的な視点 

 

次期総合計画については、以下の基本的な視点に沿って策定するものとし

ます。 
 

① 市民と将来のまちづくりの方向性を共有できる、わかりやすい計画 

計画策定の初期段階から積極的に市民参加を推進し、市民とともに計画

の策定を行うことにより、市民と将来のまちづくりの方向性を共有し、と

もに実行できる、わかりやすい計画とします。 
 

② 社会経済情勢を的確に把握し、時代のニーズに対応した計画 

今後訪れる人口減少や更なる少子高齢化の進行、地域コミュニティの変

化、防災意識の高まりなどの、社会経済情勢を的確に把握するとともに、

多様化する市民ニーズに対応した計画とします。 
 

③ 現行総合計画の成果と課題を踏まえた計画 

現行総合計画の施策の達成度や課題を検証し、その結果を次期総合計画

に反映していく計画とします。 
 

④ 施策分野ごとの個別計画の上位計画としての計画 

総合計画は、行政全ての分野を総合的・体系的に示す上位の計画と位置付

け、施策分野ごとの個別計画は、総合計画と整合を図っていくこととします。 
 

⑤ 実現性及び実効性の高い計画 

限られた財源の中で、実現可能な計画づくりを行うとともに、行政評価

等による見直しや改善を図りながら、適切に事業を展開できる計画としま

す。  



 

５．計画の全体構成

 

（１

合計画

が失われて

制定し

（２

とします。

 

 

  

 

 

 

 

【計画の構成・期間

計画の全体構成

１）位置付け

次期総合計画は、

合計画に引き続き、市の

なお、基本構想については

が失われて

制定し、議決を得
 

２）構成・計画期間

次期総合計画は、基本構想、基本計画、実施計画の３層で構成すること

とします。

 

 

 

 

 

 

計画の構成・期間

計画の全体構成 

け 

総合計画は、

引き続き、市の

基本構想については

が失われていますが

、議決を得て策定す

計画期間 

次期総合計画は、基本構想、基本計画、実施計画の３層で構成すること

とします。 

計画の構成・期間】 

基本構想

基本計画

実施計画

総合計画は、将来のまちづくりの方向性を示すものであり、現行総

引き続き、市の最上位の計画

基本構想については

いますが、総合計画の重要性に鑑み、

て策定するものとします

 

次期総合計画は、基本構想、基本計画、実施計画の３層で構成すること

 

基本構想

基本計画

実施計画

7 

まちづくりの方向性を示すものであり、現行総

最上位の計画

基本構想については、策定義務規定の

総合計画の重要性に鑑み、

るものとします

次期総合計画は、基本構想、基本計画、実施計画の３層で構成すること

 

まちづくりの方向性を示すものであり、現行総

最上位の計画として策定するものと

策定義務規定の廃止

総合計画の重要性に鑑み、

るものとします。 

次期総合計画は、基本構想、基本計画、実施計画の３層で構成すること

将来の市の目指す姿を示すとと

もに、それを実現するための基

本的な施策の大綱を示すもの

基本構想で示した将来像を実現

するため、施策の大綱に従い、

施策の方向性を体系的に明らか

にするもの

基本計画で示した施策の方向性

に基づいて事業内容や実施時期

を明らかにし、行財政運営の指

針とするもの

まちづくりの方向性を示すものであり、現行総

として策定するものと

廃止に伴い

総合計画の重要性に鑑み、新たに根拠となる

次期総合計画は、基本構想、基本計画、実施計画の３層で構成すること

内容 

将来の市の目指す姿を示すとと

もに、それを実現するための基

本的な施策の大綱を示すもの

基本構想で示した将来像を実現

するため、施策の大綱に従い、

施策の方向性を体系的に明らか

にするもの 

基本計画で示した施策の方向性

に基づいて事業内容や実施時期

を明らかにし、行財政運営の指

針とするもの 

まちづくりの方向性を示すものであり、現行総

として策定するものとします

に伴い議決を得る根拠

新たに根拠となる

次期総合計画は、基本構想、基本計画、実施計画の３層で構成すること

 

将来の市の目指す姿を示すとと

もに、それを実現するための基

本的な施策の大綱を示すもの 

基本構想で示した将来像を実現

するため、施策の大綱に従い、

施策の方向性を体系的に明らか

基本計画で示した施策の方向性

に基づいて事業内容や実施時期

を明らかにし、行財政運営の指

 

まちづくりの方向性を示すものであり、現行総

します。 

議決を得る根拠

新たに根拠となる条例を

次期総合計画は、基本構想、基本計画、実施計画の３層で構成すること

 

期間 

将来の市の目指す姿を示すとと

もに、それを実現するための基

 

１２年 

基本構想で示した将来像を実現

するため、施策の大綱に従い、

施策の方向性を体系的に明らか

６年ごと

基本計画で示した施策の方向性

に基づいて事業内容や実施時期

を明らかにし、行財政運営の指

３年ごと

 

 

６年ごと 

３年ごと 
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６．策定に当たっての市民意見等の聴取 

市民と目指すべき将来の方向性を共有するためには、将来のまちづくりに

ついて多くの意見を伺うことが重要となります。 

このため、計画策定の初期段階から市民等の意見を伺う取組みをできる限

り多く設けるとともに、それらの意見を反映させるよう努めることにより、

市民とまちづくりの方向性を共有したわかりやすい計画づくりを進めます。 

なお、更なる市民意見の聴取手段について、今後も検討を重ねるものとし

ます。 
 

取組みの例 

① 市民意識調査 

無作為抽出で選んだ市民を対象に、アンケート調査を実施 

します。 

② 市民ワークショップ（※） 

無作為抽出で選んだ市民に参加を募り、希望者を集めて 

ワークショップを開催します。 

③ 地区別意見交換会 

地区ごとに意見交換会を開催します。 

④ 分野別団体意見交換会 

各分野の団体ごとに意見交換会を開催します。 

⑤ パブリックコメント 

策定した案について、パブリックコメントを実施します。 

など 
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７．策定体制 

次期総合計画の策定に向けて、多様な市民参加の機会を設けるだけでなく、

審議会や議会に対しても意見を求めるほか、庁内においても全職員が参画す

ることで、総合的な体制により策定していくものとします。 
 

（１）庁内体制 

① 策定委員会 

総合計画の策定に関しての総合調整を行い、総合計画の案を決定 

します。 

② 策定検討委員会 

策定専門部会の案について調整を行い、総合計画の案を作成します。 

③ 策定専門部会 

行政課題に応じて、調査及び検討を行い、部門ごとの案を作成します。 

④ 職員ワーキングチーム 

職員アンケートの分析や、市民ワークショップなど市民が参加する 

会議の支援をします。 

また、ワーキングチーム自ら課題を抽出し、その対応策を提案する 

とともに、基礎調査報告書を受けて、施策の方向性を検討し、専門部 

会へ提案します。 

⑤ 職員参画 

職員アンケートを通じて、次期総合計画についての意見を出します。 

職員ワーキングへ事業等の提案をします。 
 

（２）総合開発審議会 

次期総合計画策定の進捗状況に対し意見を付すとともに、諮問された総

合計画の案について、答申を行います。 
 

（３）議会 

次期総合計画策定の進捗状況について節目ごとに説明する機会を設け

るとともに、基本構想については、議案として上程します。 
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８．策定スケジュール 

（１）２９年度：次期総合計画策定方針策定、基礎調査、市民意見聴取、 

基本構想策定作業 
 

（２）３０年度：市民意見聴取、基本構想（案）策定、 

前期基本計画（案）策定 
 

（３）３１年度：基本構想（案）及び前期基本計画（案）のパブリックコメント 

基本構想（案）決定 

第１次実施計画（案）のパブリックコメント 

次期総合計画策定 

 

 

【策定スケジュール（案）】 

平成30年度

4～6月 7月～9月 10月～12月 1月～3月

平成31年度

4～6月 7月～9月 10月～12月 1月～3月

基礎調査

市民参加

基本構想

基本計画
（前期）

第１次
実施計画

●

策定方針決定
策定方針

4～6月 7月～9月 10月～12月 1月～3月

平成29年度

　● ●

　　　　　　●

　　　　　決定

　　　　　　　●

　　　　　　決定

●

決定

現状分析、課題整理、評価・検証等

市民意識調査、ワークショップ、地区別懇談会等

基
本
構
想
案

基
本
計
画
案

取
り
ま
と
め

パブリックコメント対応

パブリック

コメント

パブリックコメント対応

基本構想素案の検討・策定

基本構想案・基本計画案意見聴取

基本構想案調整

基本計画素案の検討・策定 基本計画案調整

パブリック
コメント第１次実施計画案の検討・策定

第

一
次
実
施

計
画
案

取
り
ま
と
め



 

 

 


